
 
平成１８年３月２３日 

消 防 庁 
 

武力攻撃事態等における安否情報のあり方に関する検討会の報告書 

 

 国民保護法においては、武力攻撃事態や緊急対処事態において、地方公共団

体が住民の安否情報を収集し、総務大臣に報告した上で、総務大臣及び地方公

共団体の長が国民からの安否照会に対し回答することを規定しています。 

 標記検討会においては、これらの事務を円滑かつ適切に実施するための方策

を検討してきたものであり、今回その報告書を別添のとおり取りまとめました。 

 特に、その方策の一つとして、消防庁においては、平成１８年度に、下記の

安否情報システムを作成し、全地方公共団体において、国民からの安否照会に

対して回答することが可能な仕組みを創設する予定としています。 
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（連絡先） 

担当：消防庁国民保護・防災部防災課

国民保護室 

坂越課長補佐・松本 

電 話：03-5253-7550 

ＦＡＸ：03-5253-7543 

 




















































































































































































